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事務用品大手のコクヨ株式会社（東・大・名１ 7984）の連結子会社、コクヨS&T株式会社（非上場）は、大手家具・画材メーカーのCamlin Limited（インド
共和国/以下、カムリン社）の株式取得契約を締結した。インド国内やアジア地域での販路の拡大、また、その他事業の展開が目的。取得株式数は34,836,220株
（議決権50.3％）。取得価額は6,768百万円。株式の取得は６月～９月の予定。創業家一族からの株式の取得、カムリン社からの第三者割当増資等の引き受け、
公開買付けの方法により株式を取得する。取得は本年度中に完了の予定だが、カムリン社株主総会、規制当局からの承認の取得等の必要条件の充足が前提で、承
認取得の可否等の理由で取得株数・完了時期が変更となる可能性がある。コクヨS&Tはカムリン社へ４名の取締役を派遣する予定。

無料無料無料無料レポートレポートレポートレポートのののの登録登録登録登録はこちらはこちらはこちらはこちら！！！！
http://esnet.sslserve.jp/es/mailmagazine/

６月２日（木）

電子機器製造業の東京特殊電線株式会社（東１ 5807）は、連結子会社で光部品製造業のTOTOKU（HONG KONG）LIMITED.（以下、TTH）の株式を、電
線事業の古河電気工業株式会社（東１ 5801）へ譲渡することを決議した。譲渡株式数は543,327株。譲渡日は５月31日。安定した事業運営のため、古河電子
工業から貸与していた設備（5,378,841HK$相当）を現物出資するともに、現金出資を2,609,110HK$行い、最終的に古河電子工業の持分が80％となる様に
株式譲渡を行う。 TTHの売上高の大半を占める光アンプは古河電気工業からの委託生産。古河電気工業がTTHを子会社化し、光アンプ生産の主導権を持ち事業を
行うことを以前から協議していた。

事業者・消費者金融業のJトラスト株式会社（大２ 8508）は、ネット事業の楽天株式会社（JQ 4755）が保有する、カード事業の楽天KC株式会社（非上場/
以下、KC）の株式、およびKCに対する貸付金を譲受けることにつき決議した。取得株式数は普通株式が1,248,794株（議決権97.26%）、取得価額は１円。
第二種優先株式は11,250株、取得価額は約45億円。譲り受ける貸付金は約370億円で、370億円で購入する。株式取得、および貸付金の譲受けは８月１日の予
定。株式取得の資金には自己資金や金融機関からの借入金で対応する予定。金融機関からの借入が確定していないため、資金調達が整うまでのつなぎとして、Ｊ
トラストの筆頭株主、藤澤信義氏から150億円の借入を行う。「楽天カード」事業は吸収分割の方法で楽天クレジットに承継とさせ、楽天カードへ社名変更。KC
はKCカードへ社名を変更する。また楽天はKCに対する債権130億円分の債権放棄を行う。

スポーツ用品販売業の株式会社ヒマラヤ（東・名２ 7514）は、同業の株式会社ビーアンドディー（非上場/以下、B&D）の株式取得による子会社化を決議した。
業務拡大を進めている競技用スポーツ用品分野の首都圏を中心とした商圏の取得、またB&Dブランドと店舗運営ノウハウを活用した都市型店舗の展開が可能と判
断したもの。取得予定株式数は378,800株（100％）。取得価額は1,597,778千円。株式の取得は７月４日の予定。

広告事業の株式会社電通（東１ 4324）はデジタルマーケティング事業のSteak Group Ltd.（英国、ロンドン/以下、ステーキ・グループ社）の株式取得に関す
る契約書を締結した。欧州広告市場での事業の強化が目的。100％の株式を取得する。買収額は非開示。

６月３日（金）
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http://www.esnet.co.jp/esr/


